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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  1,436,224  1,158,431  697,009  230,602  230,820  -  241,297 36,496 

1

2 R3 単 －
オンライン会
議用備品

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 5,313 5,313 5,313 

①オンライン会議の環境を整備し、ウィズコロナ下における非接
触による会議の推進を図る。
②オンライン会議用の備品購入費に充当
③会議室用モニター・台237,600円×5台＝1,188,000円
　会議室用プロジェクタ・PC　825,000円
　オンライン会議用PC　280,500円×8台＝2,244,000円
　オンライン用タブレット端末　52,800円×20台＝1,056,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 オンライン会議対応率100％ 市ホームページ等で周知 R4当初（地）

3 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 58,001 28,180 28,180 28,180 1,641 

①申込みをオンラインで行え、ＡＩが最適な配車を行う「ＡＩ乗合オ
ンデマンド交通」の実証運行を実施し、本格運行へ移行すること
により、コロナ禍及びポストコロナにおける移動ニーズの変化に
対応可能な地域公共交通を構築する。
②実証運行委託料、本格運行補助金、車両リース料補助金、シ
ステム保守委託料、コールセンター補助金、マーケティング委託
料、構築支援業務委託料、ＰＲに要する消耗品費・印刷製本費・
広告料・委託料に充当
③実証運行負担金9,900千円、本格運行補助金18,408千円、車
両リース料補助金9,900千円、システム保守委託料6,726千円、
コールセンター補助金7,200千円、マーケティング委託料1,320千
円、構築支援業務委託料3,047千円、ＰＲ用消耗品費500千円、
ＰＲ用印刷製本費500千円、ＰＲ用広告料300千円、ＰＲ用チラシ
作成委託料200千円
　（その他財源）
　実証運行運賃収入800千円、一般財源841千円
④地方公共団体、運行事業者

－ － － － R4.4 R5.3

①利用者向けスマホアプリのダウ
ンロード数：2,000件
②1日当たりの利用者数：200人
③利用者向けアンケートで満足と
回答する割合：60%
④広報及び周知のためのイベント
数：6件

市ホームページ等で周知 R3補正（国）

4 R3 単 －

高齢者福祉
センター塩
壺の湯除菌
機能付き空
調設備等設
置事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 15,510 15,510 15,510 

①除菌機能付きの空調設備を設置し、換気によらない新型コロ
ナウイルス感染症の拡大防止を可能とし、冬期の利用環境の改
善を図るとともに、網戸を設置し、冬期以外での窓を開けて換気
をする際の環境改善を図る。
②空調設備設置及び網戸設置に係る委託料及び工事請負費に
充当
③工事設計・監理委託料2,706千円、空調設備設置工事12,489
千円、網戸取付工事315千円
④高齢者福祉センター塩壺の湯

－ － － － R4.4 R5.3
利用者アンケートにより、環境が
改善されたという意見が回答者の
95％以上

市ホームページ等で周知 R4当初（地）

5 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策消
耗品等購入
支援補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 13,000 13,000 13,000 

①新型コロナウイルス感染症対策に係る消耗品等の購入に要し
た経費について補助をし、感染症予防対策に取り組む事業者を
支援する。
②感染症対策のための消耗品購入に対する補助金に充当
③50千円×260事業者＝13,000千円
④市内に事業所等を有する中小企業者等で長野県が推奨する
「新型コロナ対策推進宣言」や「茅野あんしん認証」等に参加を
している事業者

－ － － － R4.4 R5.3
市内中小企業者等約2,000事業者
の約1割の200事業者の活用

市ホームページや茅野商工会議
所ニュースなどで周知

R4当初（地）

6 R3 単 －

中小企業者
等販路開拓
等支援補助
金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 7,000 7,000 7,000 

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業者等
を対象に、販路開拓や消費喚起のための取組に要した経費の
一部を補助し、事業継続を支援
②新たな販路開拓や消費喚起に対する補助金に充当
③50千円×140事業者＝7,000千円
④市内に事業所等を有する中小企業者等で長野県が推奨する
「新型コロナ対策推進宣言」や「茅野あんしん認証」等に参加を
している事業者

－ － － － R4.4 R5.3
市内中小企業者等約2,000事業者
の約0.5割の100事業者の活用

市ホームページや茅野商工会議
所ニュースなどで周知

R4当初（地）

7 R3 単 －
ＩＴ関連企業
誘致奨励金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,000 1,000 1,000 

①首都圏等から、事業所移転やサテライトオフィスの設置をした
IT事業者を支援し、アフターコロナにおける新しい人の流れを創
出するとともに、テレワークの促進により新型コロナウイルス感
染拡大防止を図る。
②事業所移転及びサテライトオフィスを設置したIT企業者への補
助金に充当
③500千円×2社＝1,000千円
④首都圏等からの事業所移転及びサテライトオフィスを設置した
IT企業者

－ － － － R4.4 R5.3 県外のＩＴ関連企業2社の誘致
市ホームページや茅野商工会議
所ニュースなどで周知

R4当初（地）

8 R3 単 －

サテライトオ
フィス等環境
整備支援補
助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,000 1,000 1,000 

①未利用空間にテレワークやオンライン会議ができるサテライト
オフィス等の環境を整備することにより、ワーケーション等のアフ
ターコロナにおける新しい働き方へ対応するとともに、ワーケー
ション等の促進により新型コロナウイルス感染拡大防止を図る。
②サテライトオフィス等を整備した事業者への補助金に充当
③200千円×5事業者＝1,000千円
④市内事業者

－ － － － R4.4 R5.3 サテライトオフィス等の整備5ヶ所
市ホームページや茅野商工会議
所ニュースなどで周知

R4当初（地）

9 R3 単 －
教育旅行誘
客推進事業
補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,300 1,300 1,300 

①交通事業者と連携して教育旅行参加者の発熱者を病院など
に搬送する「ちの安心タクシー」事業を実施し、新型コロナウイル
ス感染症の拡大により落ち込んでいる教育旅行の誘致宣伝をす
るとともに、教育旅行時の感染拡大防止を図る。
②事業を実施するちの観光まちづくり推進機構への補助金に充
当
③補助金 1,300千円
　（内訳）
　タクシー1台の年間使用料1,000千円
　タクシー運行費5,000円×20回＝100千円
　ダイレクトメール、新聞等広告宣伝 200千円
④ちの観光まちづくり推進機構

－ － － － R4.4 R5.3

教育旅行を実施するに当たり、当
事業が安心材料のひとつとして旅
先の決め手になったと回答した事
業者が教育旅行を展開する事業
者の70％以上
（アンケート調査）

市ホームページ等で周知 R4当初（地）

10 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染防止強化
対策補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 30,000 8,900 8,900 21,100 

①国の業種別の新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン
等に沿った感染防止対策のための新規設備投資に要した経費
について補助し、感染拡大防止を図る。
②感染症対策のための設備投資に係る経費に対する補助金に
充当
③＠100千円×300事業者＝30,000千円
　（その他財源）
　県支出金：第６波対応事業者支援交付金21,100千円
④市内中小企業者等で、長野県が推奨する「新型コロナ対策宣
言」や「茅野あんしん認証」等に参加している事業者

－ － － － R4.6 R5.3
市内中小企業者等約2,000事業者
の約1.5割の300事業者の活用

市ホームページや茅野商工会議
所ニュースなどで周知

R4補正（地）

11 R3 単 ○
宿泊施設応
援事業「ちの
割」補助金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 73,750 60,000 60,000 13,750 

①宿泊客1人当たり3千円の割引サービス（宿泊割引2千円+地
域クーポン1千円）を実施し、消費を喚起することにより、コロナ
禍において厳しい経営状況にある観光事業者の事業継続を支
援する。
②事業を実施するちの観光まちづくり推進機構への補助金に充
当
③補助金73,750千円
　（内訳）
　宿泊割引・地域クーポン分 ＠3千円×20千人＝60,000千円
　 広告宣伝費 10,940千円
　事務費 2,810千円
　（その他財源）
　県支出金：第６波対応事業者支援交付金13,750千円
④ちの観光まちづくり推進機構

－ － － － R4.6 R5.3

当事業実施により、集客につな
がったと回答した事業者が全体の
70％以上
（アンケート調査）

市ホームページ等で周知 R4補正（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                           

地方単独事業費 -                                                                                           

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                                    

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

155,774                                                                          

配分予定額計 847,558                                                                          

241,298                                                                                  

-                                                                                    

518,589                                                                          

455,711                                                                                  

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

173,195                                                                          

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                           

322,005                                                                          

196,584                                                                          

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0266-72-2101（内線164） 255,948                                                                                                                                          

zaisei@city.chino.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

230,820                                                                                  

-                                                                                           

230,820                                                                                  

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

155,774                                                                                                                                          

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

847,558                                                                                                                                          

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

196,584                                                                                                                                          

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

518,589                                                                                                                                          

8,326                                                                                                                                              

173,195                                                                                                                                          

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

57,731                                                                                                                                            

173,195                                                                          

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                                    230,602                                                                                  

230,602                                                                                  

-                                                                                           

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                                    

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

長野県

茅野市

20214

財政課

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

-                                                                                    

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

697,009                                                                                  

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                                    

155,774                                                                          

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

12 R3 単 －

市営駐車場
非接触型精
算機導入事
業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 60,000 60,000 60,000 

①駅周辺市営駐車場をキャッシュレス対応とすることにより、接
触機会を減らして感染拡大防止を図るとともに、利用状況の
データ収集・分析を可能とすることにより、ウィズコロナ下での利
用状況の変化に対応可能な駐車場運営の実現を図る。
②機器設置工事費に充当
③12,000千円×5か所＝60,000千円
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3 対象機器のキャッシュレス化100％ 市ホームページ等で周知 R4補正（地）

13 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 399,230 199,615 199,615 199,615 

①デジタル技術を活用した遠隔サービスの実装により接触機会
を減らし新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、既
存のサービスや今後展開するデジタルサービスのデータを、情
報セキュリティを確保する中で、効率的に繋ぐ情報通信基盤を整
備する。
②都市ＯＳ・ネットワーク等構築に要する委託料、通信運搬費、
備品購入費、負担金に充当
③データ連携基盤構築委託　102,700千円
　セキュアデータベース構築委託　97,000千円
　要支援者見守りサービス構築委託　111,924千円
　要支援者見守りサービス通信運搬費　245千円
　要支援者見守りサービス備品購入費　6,000千円
　要支援者見守りサービス実施事業負担金　46,000千円
　観光地域エリアマネジメントサービス連携委託　2,580千円
　観光地域エリアマネジメントサービス実施事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,000千円
　市民意識調査業務委託　2,781千円
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R5.3

都市OSによる共通ID登録者（＝利
用者）数
2022年度末：1,500ID
2023年度末：5,500ID
2024年度末：16,500ID

市ホームページ等で周知 R3補正（国）

14 R4 単 ○
農業資材価
格等高騰対
策支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 100,602 100,602 100,602 

①農業者に対して資材、燃料費等の価格上昇分の一部を補助
することにより、コロナ禍における原油価格・物価高騰等により
影響を受けている農業者の営農の継続を支援する。当初見込
みより肥料価格等が高騰していることから、11月に補助額を5割
増とした。
②農業者への補助金、制度周知用郵送料に充当
③補助金100,350千円
内訳：令和３年決算の肥料費、諸材料費、動力光熱費、飼料費
の合計額から該当区分の補助額を交付。
合計額100千円以下 15千円×90者＝1,350千円
合計額100千円超1,000千円以下 75千円×550者＝41,250千円
合計額1,000千円超2,000千円以下 150千円×100者＝15,000千
円
合計額2,000千円超3,000千円以下 225千円×70者＝15,750千
円
合計額3,000千円超5,000千円以下 450千円×50者＝22,500千
円
合計額5,000千円超10,000千円以下 750千円×2者＝1,500千円
合計額10,000千円超 1,500千円×2者＝3,000千円
制度周知用郵送料　84円×3,000世帯＝252千円
④農業者

－ － － － R4.6 R5.3
農林業センサスの農業者数867者
のうち、９割の780者以上の利用

市ホームページ等で周知 R4補正（地）

15 R3 単 ○

運輸・交通・
卸売業等持
続化支援事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 16,000 16,000 16,000 

①燃料費コスト（ガソリン代、軽油代等）を価格転嫁できずに経営
が圧迫されている市内運輸・交通・卸売業者等に対し、負担が
増加している経費の一部を補助し、コロナ禍における原油価格・
物価高騰等により影響を受けている事業者の持続化を支援す
る。
②運輸・交通・卸売業者等への補助金に充当
③補助金16,000千円
内訳：車種ごとに補助基準額を定め、保有台数に応じて補助
軽貨物・普通車両（ライトバン）10千円×222台＝2,220千円
普通貨物・輸送車両（10人以下）20千円×233台＝4,660千円
大型中型貨物・輸送車両（11人以上）40千円×213台＝8,520千
円
軌道事業者300千円×2者＝600千円
④運輸・交通・卸売業者等

－ － － － R4.6 R5.3
補助対象となる事業者の100％が
活用

市ホームページや茅野商工会議
所ニュース、対象事業者への直接
告知等で周知

R4補正（地）

16 R3 単 ○

製造業燃料
価格等高騰
対策設備投
資支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 100,000 100,000 100,000 

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等により影響を受けて
いる市内中小製造業者に対し、省エネ機器や再エネ設備等を導
入する経費の一部を補助することで、燃料使用量や電気料金の
縮減を図り、市内中小製造業者の事業継続を支援する。
②中小製造業者への補助金に充当
③補助金100,000千円
　100万円×100事業者
④中小製造業者

－ － － － R4.6 R5.3
市内製造業事業者231事業者の
約5割の100事業者の活用

市ホームページや茅野商工会議
所ニュースなどで周知

R4補正（地）

17 R3 単 ○

プレミアム付
商品券事業
補助金（国Ｒ
３予算活用
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 100,000 100,000 100,000 

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を発行
し、コロナ禍における原油価格・物価高騰等により影響を受けて
いる生活者の支援を行うとともに、消費喚起による事業者の支
援を行う。No.18、No.22と同一事業。
②プレミアム付商品券事業を実施する茅野商工会議所への補
助金に充当
③総事業費250,000千円のうち100,000千円を充当
商品券プレミアム分＠10千円×70,000セット×30％＝210,000千
円、商品券・ポスター印刷等事務費40,000千円
④市民、事業者

－ － － － R4.7 R5.3
商品券発行枚数に対する換金率
約98.8％

新聞広告や市広報、茅野商工会
議所ＨＰやチラシ、ポスターなどで
周知

R4補正（地）

18 R4 単 ○

プレミアム付
商品券事業
補助金（国Ｒ
４予算活用
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 130,000 130,000 130,000 

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を発行
し、コロナ禍における原油価格・物価高騰等により影響を受けて
いる生活者の支援を行うとともに、消費喚起による事業者の支
援を行う。No.17、No.22と同一事業。
②プレミアム付商品券事業を実施する茅野商工会議所への補
助金に充当
③総事業費250,000千円のうち130,000千円を充当
商品券プレミアム分＠10千円×70,000セット×30％＝210,000千
円、商品券・ポスター印刷等事務費40,000千円
④市民、事業者

－ － － － R4.7 R5.3
商品券発行枚数に対する換金率
約98.8％

新聞広告や市広報、茅野商工会
議所ＨＰやチラシ、ポスターなどで
周知

R4補正（地）

19 R3 単 ○
小中学校給
食費補助金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 14,295 14,295 14,295 

①給食費の原材料価格の高騰分（教職員は除く）について補助
することにより、給食費の値上げを抑え、コロナ禍における原油
価格・物価高騰等により影響を受けている保護者の負担が増さ
ないようにする。
②各学校の給食費会計への補助金に充当
③小学校一食当たり15円×640,600食（3,203人×学校ごとの給
食提供日約200日）＝9,609千円
　 中学校一食当たり15円×312,400食（1,562人×学校ごとの給
食提供日数約200日）＝4,686千円
④生活者（保護者）

－ － － － R4.9 R5.3 給食費の値上げ率0％ 市ホームページ等で周知 R4補正（地）

20 R4 単 ○

エネルギー・
食料品価格
等の物価高
騰に伴う子
育て世帯支
援金支給事
業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

132,175 132,175 132,175 

①コロナ禍における物価高騰に直面する子育て世帯の家計負
担を軽減するため、子育て世帯に対して、18歳に達する日以後
の最初の3月31日までの間にある児童1人当たり10,000円の給
付金を支給する。コロナ禍における物価高騰下にあっても子ども
に係る経費の削減は困難であり、子育て世帯はそれ以外の世
帯と比べて影響が大きいと考えられることから子育て世帯を対
象とし、物価高騰は所得に関わらず影響が生じているため所得
制限は設けないこととする。また、子育て世帯の支出は多岐に
わたるため、現金給付とする。
②対象世帯への給付金（扶助費）、事務費（消耗品費、印刷製本
費、通信運搬費、手数料）に充当
③給付金　対象児童1人当たり15,000円×8,700人＝130,500千
円
　封筒・ラベル等の消耗品費　100千円
　通知等の印刷製本費　154千円
　通知等の通信運搬費　904千円
　　内訳　3,700通×＠84×2（案内・支払い）
　　　　　　1,000通×（＠94（案内）+＠104（返信用）+＠84（支払
い））
　口座振込の手数料　517千円
　　内訳　4,700件（世帯数）×＠110
④子育て世帯

－ － ○ － R4.11 R5.3 対象世帯の95％以上への支給
市ホームページ等で周知、対象者
への通知

コロナ禍における物価
高騰下にあっても子ど
もに係る経費の削減は
困難であり、子育て世
帯はそれ以外の世帯
と比べて影響が大きい
と考えられることから
子育て世帯を対象と
し、物価高騰は所得に
関わらず影響が生じて
いることから所得制限
は設けないこととする。
また、子育て世帯の支
出は多岐にわたるた
め、現金給付とする。

R4補正（地）

21 R4 単 ○
私立保育園
等物価高騰
対策支援金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

6,645 6,645 6,645 

①コロナ禍おける物価高騰に直面する私立保育園等に対し、物
価高騰による影響額を補助し、事業の継続を支援する。
②私立保育園等への補助金に充当
③賄い材料費の物価高騰による影響額を次の計算式で計算
　一食当たり12円×154,560食（690人（5園計）×園ごとの給食提
供日数約224日）＝1,855千円
　 光熱水費の物価高騰による影響額を園毎に次の計算式で計
算
　（令和4年度の光熱水費の決算見込額÷園児数　-　令和3年
度の光熱水費の決算額÷園児数）　×　令和4年度の園児数
　５園計　4,790千円
④私立保育園及び認定こども園

－ － － － R4.11 R5.3
補助対象となる事業者の100％が
活用

市ホームページ等で周知 R4補正（地）

22 R4 単 ○

プレミアム付
商品券事業
補助金（国Ｒ
４予算(重点
交付金)活用
分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

20,000 20,000 20,000 

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を発行
し、コロナ禍における原油価格・物価高騰等により影響を受けて
いる生活者の支援を行うとともに、消費喚起による事業者の支
援を行う。No.17、No.18と同一事業。
②プレミアム付商品券事業を実施する茅野商工会議所への補
助金に充当
③総事業費250,000千円のうち20,000千円を充当
商品券プレミアム分＠10千円×70,000セット×30％＝210,000千
円、商品券・ポスター印刷等事務費40,000千円
④市民、事業者

－ － － － R4.7 R5.3
商品券発行枚数に対する換金率
約98.8％

新聞広告や市広報、茅野商工会
議所ＨＰやチラシ、ポスターなどで
周知

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

23 R3 単 －
ウェルネステ
レワーク推
進事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 1,617 1,617 1,617 

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るためのテレワー
クの推進にあたり、通常のテレワークに健康（ウェルネス）要素を
加えたウェルネステレワークの仕組みを構築することにより、通
常のテレワークに健康増進・生産性の向上等の付加価値を乗せ
ることができる。そのためのプログラムの効果を測定する実証事
業を実施する。これにより、テレワークによるコロナ感染拡大防
止が図るほか、ウィズコロナ・アフターコロナにおける観光資源を
開発する。
②ウェルネステレワーク実証事業の委託料に充当
③委託料　1,617千円
　（内訳）　　事務管理費　836千円
　　　　　　　 プログラム監修・現地コーディネート　385千円
　　　　　　 　講師謝金等　　220千円
　　　　　　　 出張費　176千円
④地方公共団体、観光事業者

－ － － － R4.10 R5.3
実証事業への参加者の満足度
90％

市ホームページ等で周知 R4補正（地）

24 R3 補 －
文化芸術振
興費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,283 639 639 639 5 

①非接触型の体温計、空気清浄機等を整備し、博物館等利用
者間での新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図り、文化施
設の活動を継続させる。
②備品購入費及び消耗品費に充当
③非接触型体温計　本体　223,000×3台×1.1＝735,900円
　　　　　　　　　　　　　設置費　93,000×1.1＝102,300円
　空気清浄機　　　　90,000×4台×1.1＝396,000円
　手指消毒剤等消耗品　48,000円
　（その他財源）
　　一般財源5千円。地方負担分を超過した部分に充当。
④八ヶ岳総合博物館、神長官守矢史料館

－ － － － R4.9 R5.3

当事業実施により、安心して施設
を利用できるようになったとの回答
80％以上
（アンケート調査）

市ホームページ等で周知 R3補正（国）

25 R4 単 ○

旅行者消費
喚起事業補
助金（国Ｒ４
予算(重点交
付金)活用
分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

30,000 30,000 30,000 

①宿泊客1人当たり2千円の地域で使えるクーポン券（1千円×2
枚）を配布し、消費を喚起することにより、コロナ禍における原油
価格・物価高騰等により影響を受けている生活者の支援をす
る。No.26と同一事業。
②事業を実施するちの観光まちづくり推進機構への補助金に充
当
③総事業費60,000千円のうち30,000千円を充当
　補助金60,000千円
　（内訳）
　宿泊割引・地域クーポン分 ＠2千円×26,000泊＝52,000千円
　 広告宣伝費 4,400千円
　事務費 3,600千円
④旅行者（市民含む）

－ － － － R4.11 R5.3 クーポンの利用率70％ 市ホームページ等で周知 R4補正（地）

26 R3 単 ○

旅行者消費
喚起事業補
助金（国Ｒ３
予算活用
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 30,000 30,000 30,000 

①宿泊客1人当たり2千円の地域で使えるクーポン券（1千円×2
枚）を配布し、消費を喚起することにより、コロナ禍における原油
価格・物価高騰等により影響を受けている生活者の支援をす
る。No.25と同一事業。
②事業を実施するちの観光まちづくり推進機構への補助金に充
当
③総事業費60,000千円のうち30,000千円を充当
　補助金60,000千円
　（内訳）
　宿泊割引・地域クーポン分 ＠2千円×26,000泊＝52,000千円
　 広告宣伝費 4,400千円
　事務費 3,600千円
④旅行者（市民含む）

－ － － － R4.11 R5.3 クーポンの利用率70％ 市ホームページ等で周知 R4補正（地）

27 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 5,600 2,800 2,800 2,800 

①公立保育所における新型コロナウイルス感染症拡大防止に
要する消耗品及び備品を購入し、保育所内での感染拡大防止
を図る。
②感染拡大防止対策事業に要する消耗品費及び備品購入費に
充当
③消耗品費300千円×14園＝4,200千円
   備品購入費100千円×14園＝1,400千円
④公立保育所

－ － － － R4.4 R5.3

保育所に対するアンケートにより、
感染拡大防止対策事業に要する
消耗品費等の購入が感染拡大防
止につながったという意見100％

市ホームページ等で周知 R3補正（国）

28 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,600 800 800 800 

①私立保育所における新型コロナウイルス感染症拡大防止に
要する消耗品及び備品の購入費用を補助し、保育所内での感
染拡大防止を図る。
②感染拡大防止対策事業に対する補助金に充当
③400千円×4園＝1,600千円
④私立保育所

－ － － － R4.4 R5.3

保育所に対するアンケートにより、
感染拡大防止対策事業に要する
消耗品費等の購入が感染拡大防
止につながったという意見100％

市ホームページ等で周知 R3補正（国）

29 R3 補 －

訪日外国人
旅行者受入
環境整備緊
急対策事業
費補助金

国土交通省 通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 18,527 9,264 9,264 9,263 

①青少年自然の森の衛生環境を改善し、新型コロナウイルス感
染症の拡大防止を図るとともに、アフターコロナにおける体験学
習旅行誘致の環境を整備するため、トイレの洋式化と宿泊棟へ
のシャワー室設置工事を実施する。
②トイレ洋式化及びシャワー室設置工事費に充当
③トイレ洋式化工事23箇所8,402,180円×1.1＝9,242,398円
　シャワー室設置工事　1,688,100円×5基×1.1＝9,284,550円
④青少年自然の森

－ － － － R4.9 R5.3 施設利用者数の1割増 市ホームページ等で周知 R2補正（国）

30 R3 単 －
中学校通学
支援便増便
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 6,159 6,159 6,159 

①通学支援便を増便し、バスで通学する生徒の３密を回避し、
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図る。
②通学支援便運行補助に充当
③上半期　29,313円×99日＝2,902千円
　 下半期　58ｋｍ×＠464円×121日＝3,257千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 通学支援便の乗車率50％未満 市ホームページ等で周知 R4当初（地）

31 R3 単 －
小学校ス
クールバス
増便事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 6,817 6,817 6,817 

①スクールバスを増便し、バスで通学する児童の３密を回避し、
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図る。
②スクールバス運行委託料に充当
③登校分＠22千円×206日×1.1＝4,985千円
 社会科見学等行事分＠9千円×185日×1.1＝1,832千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 スクールバスの乗車率50％未満 市ホームページ等で周知 R4当初（地）

32 R3 単 －
観光案内所
改修補助

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 7,800 7,800 7,800 

①観光案内所を改修する経費を補助し、新型コロナウイルス感
染症の拡大防止対策の整った観光案内所に改修するとともに、
市の観光の窓口としての観光案内所をより利便性の高い施設と
することで、新型コロナウイルス感染症の影響で打撃を受けた
観光産業の回復を図る。
②ちの観光まちづくり推進機構が訪日外国人旅行者受入環境
整備緊急対策事業費補助金をもらって実施する事業の自己負
担分に対する補助金に充当
③事業費13,000千円×1.1＝14,300千円
　　　　14,300千円-補助額6,500千円＝7,800千円
④ちの観光まちづくり推進機構

－ － － － R4.9 R5.3 案内所利用者数の2％増 市ホームページ等で周知

訪日外国人旅行者受
入環境整備緊急対策
事業費補助金　国土
交通省

R4補正（地）

33 R4 単 ○
温泉施設物
価高騰対策
支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

42,000 42,000 42,000 

①温泉施設を運営する指定管理者に対し、コロナ禍におけるエ
ネルギー価格高騰による影響額を補助し、事業の継続を支援す
る。
②エネルギー価格高騰による影響額に対する補助金に充当
③温泉施設のエネルギー価格高騰による影響額6,000千円×7
温泉施設＝42,000千円
④指定管理者（茅野市総合サービス株式会社）

－ － － － R5.3 R5.3 営業継続困難に陥る施設数０ 市ホームページ等で周知 R4補正（地）


